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連結注記表
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び連結子会社の名称

①連結子会社の数 3社

②連結子会社の名称 SPACE JAPAN CO.,LTD.

株式会社エム・エス・シー

SPACE SHANGHAI CO.,LTD.
このうち、SPACE SHANGHAI CO.,LTDについては、重要性が増したことにより当連結会計年度から連結
子会社に含めることとしております。

2．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

3．連結子会社の決算日等に関する事項
連結子会社のうち、株式会社エム・エス・シーの決算日は2021年11月30日であります。連結計算書類の作
成にあたっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
なお、SPACE JAPAN CO.,LTD.、SPACE SHANGHAI CO.,LTD.の決算日は、連結決算日と一致しており

ます。
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4．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
そ の 他 有 価 証 券
時価のあるもの ……… 当連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法にて算定）
時価のないもの ……… 移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法
未 成 工 事 支 出 金 ……… 個別法による原価法
材 料 ……… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……… 定率法によっております。
ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
によっております。
なお、主な資産の耐用年数は次の通りであります。
建物及び構築物 10年～50年
機械装置及び運搬具 2年～ 8年
工具、器具及び備品 4年～ 6年

無 形 固 定 資 産 ……… 定額法によっております。
なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5
年）に基づく定額法に寄っております。

長 期 前 払 費 用 ……… 定額法によっております。
リ ー ス 資 産 ……… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
（3）重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 : 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

賞 与 引 当 金 : 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を
計上しております。
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完成工事補償引当金 : 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、補償費の支出見込額を実績割合により
計上しております。

受注損失引当金 : 受注業務における将来の損失に備えるため、将来の損失が見込まれ、かつ当該損失を
合理的に見積り可能な受注業務に係る損失について、当連結会計年度以降発生が見込
まれる損失発生額を計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付の支払いに備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当連結会計年度において発生していると認められる額を計上しております。
a. 退職給付見込額の期間帰属方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務から年金資産の額を控除し
た額を退職給付に係る負債に計上しております。なお、年金資産の額が退職給付債務を超える場合に
は、退職給付に係る資産に計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連
結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

b. 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、発生日より1年間で均等償却処理をしております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（1年）で翌連結会計年度より費用処理しております。

c. 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

② 完成工事高の計上基準
完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について
は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用し
ております。
なお、当連結会計年度の工事進行基準における完成工事高は、2,017,244千円であります。

③ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。
④ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当連結会計年度か
ら適用し、連結注記表に「会計上の見積りに関する注記」を記載しております。
（会計上の見積りに関する注記）
該当事項はありません。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）
新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の広がり方や収束時期等を合理的に予測することは困難な

ことから、当該影響が一定期間継続するものと仮定し、固定資産の減損及び繰延税金資産の回収可能性等の会
計上の見積りを行った結果、当連結会計年度における見積りに重要な影響を与えるものではないと判断してお
ります。
（連結貸借対照表に関する注記）
1．有形固定資産の減価償却累計額 ……………………………………… 3,134,796千円
2．期末日満期手形については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年度末日が金融
機関の休日であったため、次の期末日満期手形が当連結会計年度末残高に含まれております。
受取手形 ………………………………………………………………… 11,880千円

3．未成工事支出金及び受注損失引当金
損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、受注損失引当金に対応する額は7,195千円であり
ます。
（連結損益計算書に関する注記）
1．売上原価のうち受注損失引当金繰入額 ……………………………… 6,751千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
（株）

増加
（株）

減少
（株）

当連結会計年度末
（株）

発行済株式
普通株式 26,600,319 － － 26,600,319
合計 26,600,319 － － 26,600,319

自己株式
普通株式 1,891,279 32,448 9,000 1,914,727
合計 1,891,279 32,448 9,000 1,914,727
（注1）普通株式の自己株式の増加の内訳は、単元未満株式の買取による増加548株、譲渡制限付株式報酬制度の退職に伴う無償取得

による増加31,900株であります。
（注2）普通株式の自己株式の減少の内訳は、譲渡制限付株式報酬としての処分による減少9,000株であります。

2．配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年3月30日
定時株主総会 普通株式 444,762 18.00 2020年12月31日 2021年 3月31日

2021年8月 6日
取締役会 普通株式 444,634 18.00 2021年 6月30日 2021年 9月10日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次の通り決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年3月29日
定時株主総会 普通株式 444,340 利益剰余金 18.00 2021年12月31日 2022年 3月30日
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（金融商品に関する注記）
1．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用について短期的並びに長期的な預金への預入等安全性の高い金融資産に限定して
おります。また、デリバティブを含む投機的な取引は行わない方針です。
（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券の主な内容である株式は、主に業務上にて関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リ
スクに晒されております。
営業債務である工事未払金等は、そのほとんどが1年以内の支払期日でありますが、流動性リスク（支払期
日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されております。
（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、営業債権について、不測の損害が生じないようにするため、与信管理規程に従い、担当
部署が取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握、また、販
売管理規程に従い、各営業担当者が支払条件や取引相手の信用状況に応じて期日及び残高等を適切に管理す
ることで、リスクの軽減を図っております。
なお、そのほとんどが1年以内の短期間で決済されております。
② 市場リスクの管理
投資有価証券については、四半期毎に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、市況や
取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当社グループは、営業債務について、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更
新すると共に、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価に関しては、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件などを採
用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2．金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 15,144,491 15,144,491 －
(2)受取手形及び完成工事未収入金 5,479,675 5,479,675 －
貸倒引当金（※1） △3,020 △3,020 －

5,476,655 5,476,655 －
(3)投資有価証券
その他有価証券 760,096 760,096 －

資産 計 21,381,242 21,381,242 －
(4)工事未払金 2,255,988 2,255,988 －
(5)未払費用 661,296 661,296 －
(6)未払法人税等 314,243 314,243 －

負債 計 3,231,528 3,231,528 －
（※1）受取手形及び完成工事未収入金に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び完成工事未収入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（3）投資有価証券
株式のうち上場株式については、取引所の価格によっております。
なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原
価との差額は以下の通りです。
① その他有価証券

（単位：千円）

種類 連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 643,526 418,630 224,896
小計 643,526 418,630 224,896

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 116,569 132,976 △16,406
小計 116,569 132,976 △16,406

合計 760,096 551,606 208,489
（注）上記の表中にある「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

② 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単位：千円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 20,672 6,408 395
合 計 20,672 6,408 395

負 債
（4）工事未払金、（5）未払費用、（6）未払法人税等

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。
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（注2）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超～
5年以内

5年超～
10年以内

現金及び預金 15,144,491 － －
受取手形及び完成工事未収入金 5,479,675 － －

合 計 20,624,166 － －

（賃貸等不動産に関する注記）
当社グループは、賃貸等不動産を所有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省
略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. 1株当たり純資産額 1,186円06銭
2. 1株当たり当期純利益金額 61円32銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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個別注記表
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1．有価証券の評価基準及び評価方法

関 係 会 社 株 式 ……… 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
時価のあるもの ……… 当事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法にて算定）
時価のないもの ……… 移動平均法による原価法

2．たな卸資産の評価基準及び評価方法
未 成 工 事 支 出 金 ……… 個別法による原価法
材 料 ……… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）
3．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……… 定率法によっております。
ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
によっております。
なお、主な資産の耐用年数は次の通りであります。
建 物 15年～50年
構 築 物 10年～40年
機 械 及 び 装 置 2年～ 8年
車 両 運 搬 具 3年～ 4年
工具、器具及び備品 4年～ 6年

無 形 固 定 資 産 ……… 定額法によっております。
なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5
年）に基づく定額法に寄っております。

長 期 前 払 費 用 ……… 定額法によっております。
リ ー ス 資 産 ……… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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4．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 : 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

賞 与 引 当 金 : 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上
しております。

完成工事補償引当金 : 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、補償費の支出見込額を実績割合により
計上しております。

受注損失引当金 : 受注業務における将来の損失に備えるため、将来の損失が見込まれ、かつ当該損失を
合理的に見積り可能な受注業務に係る損失について、当事業年度以降発生が見込まれ
る損失発生額を計上しております。

退職給付引当金 : 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務から年金資産の
額を控除した額を退職給付引当金に計上しております。なお、年金資産の額が退職給
付債務を超える場合には、前払年金費用に計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下の通りです。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、発生日より1年間で均等償却処理をしております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(１年)で翌事業年度より費用処理しております。
5．完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工
事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用してお
ります。
なお、当事業年度の工事進行基準による完成工事高は、2,017,244千円です。

6．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。
7．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当事業年度から適
用し、個別注記表に「会計上の見積りに関する注記」を記載しております。
（会計上の見積りに関する注記）
該当事項はありません。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）
連結注記表「追加情報」に同一の記載をしているため、注記を省略しております。
（貸借対照表に関する注記）
1．有形固定資産の減価償却累計額 ……………………………………… 3,114,435千円
2．期末日満期手形については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当事業年度末日が金融機関
の休日であったため、次の期末日満期手形が当事業年度末残高に含まれております。
受取手形 ………………………………………………………………… 11,880千円

3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権
長期金銭債権

………………………………………………………………
………………………………………………………………

22,965
68,218

千円
千円

短期金銭債務 ……………………………………………………………… 1,472千円
4．取締役に対する金銭債務

長期金銭債務 …………………………………………………………… 317,677千円
上記の取締役に対する金銭債務は、役員退職慰労金未支給額であります。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高の総額
営業取引（収入分） …………………………………………………… 29,939千円
営業取引（支出分） …………………………………………………… 2,877千円
営業取引以外の取引 …………………………………………………… 3,705千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 1,914,727株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 27,207千円
未払事業税 27,820千円
受注損失引当金 918千円
退職給付引当金 49,613千円
長期未払金 97,272千円
関係会社出資金評価損 42,868千円
関係会社株式評価損 91,518千円
投資有価証券評価損 36,009千円
減価償却超過額 29,101千円
土地減損損失 112,662千円
その他 66,858千円
繰延税金資産小計 581,850千円
評価性引当額 △428,480千円
繰延税金資産合計 153,370千円
繰延税金負債
前払年金費用 △104,112千円
固定資産圧縮積立金 △7,408千円
その他有価証券評価差額金 △56,951千円
繰延税金負債合計 △168,471千円
繰延税金負債の純額 △15,101千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
該当事項はありません。

（1株当たり情報に関する注記）
1. 1株当たり純資産額 1,174円78銭
2. 1株当たり当期純利益金額 60円82銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。


